
地域おこし協力隊について

○地域おこし協力隊の推移

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度

隊員数 89人 257人 413人 617人 978人 1,629人 2,799人 4,090人 4,976人 5,530人 5,503人 5,556人（見込

み）

団体数 31団体 90団体 147団体 207団体 318団体 444団体 673団体 886団体 997団体 1,061団体 1,071団体 1,065団体

浜益 2人（瀧） 1人（柿岡） 1人（井上）

隊員の約4割は女性 隊員の約7割が20歳代と30歳代 任期終了後、約6割が同じ地域に定住※R2.3末時点

○制度概要

都市地域から過疎地域等へ住民票を異動し、生活拠点を移した者を市が地域おこし協力隊として委嘱。協力隊が一定期間地域に居住して、
地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域おこし支援や農林水産業への従事、住民の生活支援などの活動を行いながら、その地域へ
の定住・定着を図る取り組み

○活動期間

概ね1年以上3年以下

商品開発 果樹園支援 文化伝承



集落支援員について

○集落支援員の推移

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度

専任 449人 500人 597人 694人 741人 858人 994人 1,158人 1,195人 1,391人 1,741人 1,746人

兼任
約3,500

人
約3,600

人
約3,700

人
3,505人 3,764人 3,850人 3,096人 3,276人 3,320人 3,497人 3,320人 3,078人

団体数 122団体 147団体 158団体 192団体 196団体 221団体 241団体 281団体 303団体 331団体 352団体 361団体

専任・兼任ともに9割を超えるものが地元から採用 専任・兼任ともに60歳代が多い 高齢化率の高い集落に配置する割合が最も高い

○制度概要

地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材が、市から委嘱を受け、市職員と連携し集落への「目配り」と
して集落の巡回、状況把握等を実施。
※ 自治会長などとの兼務の支援員3,078人
＜専任の属性＞ 約4割が60歳代、約5割が元会社員・元公務員、約9割がそれまで暮らしていた地方自治体で活動

○役割

①集落点検の実施
市職員と協力し、住民と集落点検を実施
点検項目例 ①人口世帯数の把握

②通院・買い物・共同作業の状況
③地域資源・他集落との連携の状況等

アンケート調査、生活状況聞き取り

② 集落の在り方についての話し合い
○住民同士、住民と市で集落の現状や課題、あるべき

姿等の話し合いを促進

③ 必要と認められる施策に反映
点検・話し合いを通じて必要な施策を実施
高齢者の見守り、集落の自主活動支援、地域交通の確保、伝統文化の継承



集落支援員・地域おこし協力隊の違い

集落支援員 地域おこし協力隊

求める人材 地域の実情に詳しい内部の人材 3大都市圏など都市部の外部人材

活動期間 制限（上限）なし 3年を上限とする

活動内容

集落の点検や現状把握が基礎的活動 地域に居住しての幅広い地域協力活動

兼務・副業 他の役割との兼務が可能 活動に支障のない範囲で副業を認める

求められる成果 点検等を踏まえた必要な施策の実施 活動地域への定住・定着

共通：地域課題の解決・地域おこし活動

新しい発想・
新しい気づき

次世代へ引き
継ぎたいもの
残したいもの ＋

集落支援員と地域おこし協力隊を採用することで
相乗効果が期待される



浜益区内で活発化する事業等

集落支援員に担ってもらいたい役割

住宅確保

人材確保

情報過疎

移住定住アドバイザー的役割
空き家バンク/ガル＆遊休施設の運営支援

地域の巡回・点検活動
学習・スポーツ支援/地域住民アンケート/回覧情報の補足

ワーケーションの推進 地域住民アンケート/要望聞き取り/空き家物件探し/生活サポート/就労支援

集落支援員への期待


